様式第１号の２
申請者調書
	企業名
	

	業種
	大分類
	
	
	中分類
	
	

	本社住所
	〒

	
	

	交付対象物の
設置場所
	〒
	本社住所と同じ□
	（県内設置が必須）

	
	

	補助金担当者
連絡先
	役職
	
	氏名
	

	
	住所
	〒
	本社住所と同じ□
	設置場所と同じ□

	
	
	

	
	電話番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	事業終了後、成果報告書提出のご案内を送る際にも使用しますので、事業終了後に担当者が変わる場合は、社の代表アドレスも合わせて記載願います

	資本金
	
	円

	従業員数
	
	名
	（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	
	名）

	ＨＰ
	URL:
	

	事業内容
	

	加点項目
	パートナーシップ
構築宣言の有無※2
	有 ・ 無
	宣言日※3
	（元号）○年○月○日

	支援担当アドバイザー名
	


＜申請者調書 記載要領＞

※1　申請者調書には、補助金の交付申請者の概要をご記入ください。
※2　パートナーシップ構築宣言の有無を記載ください。	
（宣言受付窓口：（公財）全国中小企業振興機関協会）
※3　パートナーシップ構築宣言に記載の日付を記載してください。
